
 

 

 

 

摂 津 市 議 会 

 

総務常任委員会記録 
 

 

 

平成２８年１２月７日 

 

 

 

 

 

 

摂 津 市 議 会 
 



 

 

目       次 

 

総務常任委員会 

１２月７日 

 

 会議日時、場所、出席委員、説明のため出席した者、出席した議会事務局 

 職員、審査案件--------------------------------------------------------------1 

開会の宣告------------------------------------------------------------------2 

 市長挨拶 

 委員会記録署名委員の指名----------------------------------------------------2 

 議案第７３号所管分の審査----------------------------------------------------2 

  質疑（中川嘉彦委員、村上英明委員、野口博委員、福住礼子委員） 

 議案第８３号の審査---------------------------------------------------------14 

 議案第８６号の審査---------------------------------------------------------15 

  質疑（中川嘉彦委員、村上英明委員） 

 議案第８４号の審査---------------------------------------------------------17 

  質疑（村上英明委員） 

 議案第８５号所管分の審査---------------------------------------------------18 

  質疑（野口博委員） 

 採決-----------------------------------------------------------------------18 

 閉会の宣告-----------------------------------------------------------------19

 

 



- 1 - 

 

総 務 常 任 委 員 会 記 録 

 

１．会議日時 

  平成２８年１２月７日（水）午前 ９時５７分 開会 

  平成２８年１１月１５日（火午前１１時４５分 閉会   

１．場所 

  第一委員会室 

 

１．出席委員 

  委 員 長 三好義治 副委員長 福住礼子 委  員 野口 博 

  委  員 村上英明 委  員 中川嘉彦 

 

１．欠席委員 

  なし 

 

１．説明のため出席した者 

  市 長 森山一正  副市長 奥村良夫 

市長公室長 乾 富治  同室次長兼人事課長 大橋徹之   

政策推進課長 川西浩司  同課参事 上田和生 

総務部長 杉本正彦   同部次長兼市民税課長 豊田拓夫 

総務課長 松方和彦  財政課長 石原幸一郎   

情報政策課長 槙納 縁   

 

１．出席した議会事務局職員 

  事務局長 藤井智哉 同局総括主査 田村信也 

 

１．審査案件（審査順） 

  議案第７３号 平成２８年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分 

  議案第８３号 摂津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第８６号 摂津市税条例等の一部を改正する条例制定の件 

  議案第８４号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

００議案第８５号 摂津市職員の退職手当に関する条例及び摂津市水道企業職員の給与 

の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例制定の件所管分 

 

 

  



－ 2 － 

（午前９時５７分 開会） 

○三好義治委員長 おはようございま

す。 

 ただいまから、総務常任委員会を開会

します。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 お忙しい中、総務常任委員会を開催し

ていただきまして、大変ありがとうござ

います。 

 本日は、過日の本会議で総務常任委員

会に付託されました案件についてご審

査を賜りますが、何とぞ慎重審査の上、

ご可決いただきますよう、よろしくお願

いいたします。 

 一旦退席します。 

○三好義治委員長 挨拶が終わりまし

た。 

 本日の委員会記録署名委員は、村上委

員を指名します。 

 審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことに

異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 異議なしと認め、そ

のように決定します。 

 暫時休憩します。 

（午前９時５８分 休憩） 

（午前９時５９分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第７３号所管分の審査を行いま

す。 

 本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 中川委員。 

○中川嘉彦委員 おはようございます。 

 それでは、１点だけ質問させていただ

きます。 

 議案第７３号の補正予算書６ページ、

繰越明許費の中の臨時福祉給付金等給

付事業があると思いますけど、これは平

成２６年４月に消費税率が上がって、そ

の影響を緩和するための低所得者への

措置だということですけれども、対象者

の人数など、どうなっているのか概要を

教えていただければと思います。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 それでは、中川

委員の質問に対して答弁させていただ

きます。 

 まず、臨時福祉給付金の経済対策分に

つきましては、平成２６年の４月に消費

税率が５％から８％に上がった後、軽減

税率等が導入されるまでの間の暫定的

な措置という形で実施されました。 

 当初、平成２６年度につきましては、

平成２７年の１０月までということで、

１年半の期間で、給付額は１万円という

形から始まりまして、今回の補正予算で

計上させていただきますのが再々延長

に伴う給付です。期間的には平成２９年

４月から平成３１年９月までの２年半

分を一括で支給させていただくという

形になっております。 

 対象の人数としましては、当初、平成

２６年度につきましては２万人を見込

んでおりました。平成２７年度と平成２

８年度も同様に２万人という形で見込

んでおりまして、今回、補正予算で上げ

させていただいた金額は対象見込者数

として１万９，５００人分となっており

ます。 

 この算定のもととなるものは、当初、

厚生労働省から大まかな算定式という

のが示されておりまして、それに基づい
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て算定させていただきました。 

 ただ、３年間は各年２万人で見込んで

いたのに、今回１万９，５００人とさせ

ていただきましたのは、平成２７年度に

実際に送付させていただきましたのが

１万９，２０５人ということで、それか

ら計算をもう一度させていただいた結

果、１万９，５００人という形にさせて

いただいております。 

 状況としましては、平成２７年度の申

請率をお伝えさせていただきたいと思

います。臨時福祉給付金につきましては、

申請率７５．４％で１万５，１５８人の

方から申請をいただいております。 

○三好義治委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 詳しいご説明をあり

がとうございます。 

 補正予算書１２ページの臨時福祉給

付金等給付事業への補助金は補正前の

金額が約６億３，０００万円で、補正額

が約３億３，０００万円。当初予定して

た金額よりふえたということで、単純に

対象者が予想以上になったのかと思っ

てしまいましたので、２年半を一括です

るからこれぐらい額が大きくなって補

正になるということなんですね。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 臨時福祉給付

金につきまして、さかのぼってご説明を

させていただきますと、平成２６年度は

平成２６年４月から平成２７年９月ま

での１年半分、平成２７年度は平成２７

年１０月から平成２８年９月までの１

年間分。平成２８年度は、当初予算で計

上させていただき、実施させていただい

ておりますのは、平成２８年１０月から

平成２９年３月までの６か月分を計上

させていただいております。 

 国会で、１０月１１日に消費税率を

８％から１０％とする改正が平成３１

年１０月まで延期されたことに伴って、

軽減税率も先送りされたということで、

その分として、２年半を一括して今回の

補正予算で計上させていただき、平成２

９年度に一括して給付を行うという形

になっております。 

 平成２８年度の申請書発送数は、集計

中のため、正確な数字をお答えさせてい

ただくことができませんが、１万９，０

００人弱になっているという状況です。

その方々に再度給付金の申請をしてい

ただくために、今回の補正予算で計上さ

せていただいている次第です。 

○三好義治委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 わかりました。これは

満額補助金が出る事業だと思いますの

で、滞りなく対応していただければと思

います。 

○三好義治委員長 ほかにありません

か。 

 村上委員。 

○村上英明委員 中川委員のほうから

臨時福祉給付金について質問をされて

おりましたけども、私もその件でお尋ね

したいんですが、２２ページに、歳出の

分で計上されているんですが、改めて、

いつごろから市民へのお知らせをする

とか、いつから支給をされるとか、その

スケジュールをどう考えておられるの

かということをお尋ねいたします。 

 ２点目は、４０ページのところで、「給

料及び職員手当の増減額の明細」が書い

てあるんですが、その中に、採用で２８

人、退職が３５人という形で、７人減っ

ている中で、補正後の職員数が５６３人

ということで明記してあるんですが、こ
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のあたりの採用と退職の関係と、職員の

人数の関係についてどう考えておられ

るのかということもお尋ねします。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 村上委員の質

問にご答弁させていただきます。 

 まず、スケジュールにつきましては、

補正予算を可決いただいた後、準備を年

明け早々から順次進めさせていただき

たいと考えております。 

 ただ、平成２６年度の当初から、大阪

府が競争にならないようにという形で、

開始の目安を毎年示されておりまして、

大阪府全体で一緒にやっていきましょ

うという形で示されます。それが示され

ますので、それに合わせて当市も近隣各

市で突出しないような形で行っていき

たいと考えております。 

 ただ、給付金につきましては、給付審

査をするに当たってのシステムのこと

もありますので、その導入に関しても関

係部署、例えば、毎年、市民税課に非課

税の方の抽出をしていただいて、そこに

申請のチラシとか、申請書を同封させて

いただいて、直接的なお知らせというの

をさせていただいておりますので、そこ

のところもまた今後調整をさせていた

だいて、適正な支給が見込めるような形

で、時期を見きわめて決定していきたい

と考えております。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、

人件費に関する職員数のご質問にご答

弁申し上げます。 

 「給料及び職員手当の増減額の明細」

の表ですけれども、今回の補正予算につ

きましては当初予算との比較というこ

とになります。 

 補正前というのは平成２８年２月１

日現在の職員数になっておりまして、そ

の後、３月３１日付での退職者、それと

それ以外の年度途中の退職者、それと４

月１日付の新規採用職員、それと１０月

１日付の新規採用職員、その辺の増減の

差がこの表にあらわれています。 

 退職者の補充の考え方につきまして

は、基本的に技能労務職については退職

不補充ということを引き続き前提とし

ておりますし、事務職につきましては、

一時は退職者の６割補充ということで

したけども、今はほぼ１０割に近い形で

必要に応じて退職者の補充をしている

という状況でございます。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 １点目の臨時福祉給

付金の関係なんですけど、先ほど府の方

でスケジュールを示されるということ

でありましたが、その中で摂津市はどう

いう動きをされるのかということで、摂

津市としてのスケジュールを改めてお

尋ねします。 

 ２点目の職員数の件なんですけども、

技能労務職は不補充という中で、事務職

は以前は６割補充ということで少しず

つ職員数を減らしてきているというこ

とで、今は１０割補充ということで、ほ

ぼこの人数で数年は行かれるのかなと

いうふうに思うんですけども、これから

少子高齢化に伴い、特に福祉関係の業務

というのがふえてくると私は思うんで

す。 

 特に、いろんな社会状況の中で生活環

境等々も複雑化しているということも

あるので、そういう意味では高齢者の方

が全体的にふえてくると、それに対応で

きる職員数というのをこれから考えて
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いかなければいけないのではないのか

なと私は思うんです。 

 だから、この１０割補充というのをず

っと続けていかれるということでいけ

ば、私の考えをそこに乗っければ、どこ

か別の部署の職員数を減らしてそこへ

持っていくような、そういう考えになる

と思うんですけども、改めてその辺のこ

とも踏まえてお考えをお尋ねしたいと

思います。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 そうしました

ら、２回目のご質問に答弁させていただ

きたいと思います。 

 現在考えておりますのは、大阪府のほ

うでも実際に大体の目安というのを示

されておりまして、当市も合わせていこ

うと考えております。その日付につきま

しては４月１０日から実施という形で

示されておりますので、近隣各市の状況

も踏まえて、決定していきたいと考えて

おります。４月１０日からの申請受付開

始とさせていただきたいと考えており

ます。 

○三好義治委員長 もう少し具体的に、

４月１０日の申請開始分は何月何日付

の対象者で、申請書等をいつごろに発送

したら４月１０日の受付になるか、こう

いったスケジュールを答弁してくださ

い。 

 上田参事。 

○上田政策推進課参事 今回、計上させ

ていただいている臨時福祉給付金経済

対策分につきましては、平成２８年の１

月１日を基準としております。そうしま

して、申請書の発送や広報を毎年させて

いただいていますが、そちらにつきまし

ては市民税課から非課税のお知らせに

申請書とチラシを同封させていただい

て送らせていただきます。４月１０日に

申請受付開始予定ですので、対象と見込

まれる方について市民税課で抽出させ

ていただいて、申請受付開始日に間に合

うように発送をしたいと考えておりま

す。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、

職員数に係る２回目のご質問にご答弁

申し上げます。 

 福祉部門で特にご質問の部分につき

ましては、確かに高齢介護課であれば対

象者数も相当ふえていますし、今後もふ

えていくだろうと考えられます。生活支

援課の保護対象者についてもこの１０

年で相当ふえております。 

 例えば、生活支援課でいいますと、生

活保護の対象者数の増加に見合う形で

一定職員数というのはふやしておりま

すので、１０年前と比べて職員１人当た

りが見るケースワークの対応数は１０

年前と変わっていないというのが現状

でございます。 

 そういった形で、人事課といたしまし

ては個々の状況、権限移譲等もございま

すし、そういった状況も見ながら、必要

なところには人員を補充して、できるだ

け事務に支障のないようにということ

は考えております。 

 確かに、一般事務のところについては

基本１０割補充ということで考えてお

りますけれども、全体としてはやはり人

件費の抑制ということの中で職員数の

抑制というのは図っていきたいと考え

ておりますので、委託できるところにつ

いては委託化を進めることで、職員数を

減らし、そこで出てきた人員を必要なと
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ころに振り分けるといいますか、充てて

いく。そうしたことをしながら、全体で

は減少させていくということが第５次

行革の中の定員管理計画で示させてい

ただいているところでございます。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 最初に人事課のほう

なんですけども、現場の状況をしっかり

と掌握していただいていると思います

が、その上で今後の社会状況の展開もし

っかりと考慮していただいて考えてい

っていただきたいと思います。 

 臨時福祉給付金ですけども、ご説明の

中で、平成２８年の１月１日を基準と言

っておられまして、４月１０日申請受付

開始予定のスケジュールということだ

ったんですが、となると、４月１日以前

に発送や周知の関係の業務も出てくる

と思います。 

６ページの繰越明許費というのがあ

るんですが、３億２，８３５万６，００

０円、これを繰り越しすることが書いて

あります。 

 その一方で、２０ページの歳出の財源

内訳で、国からの支出金が３億２，８３

５万６，０００円と、同じ金額になって

いるんですけども、国からの補助金と同

じ金額を繰り越しするということであ

れば、平成２８年度の支出は何もないと

いうことだと私は解釈したんです。 

 システム委託とか、発送関係とか、人

件費関係とか、何もかもが新年度の４月

１日以降に動いていくということと私

は解釈したんですけども、歳出で計上し

ている補正予算の分と繰越明許費の関

係について、改めてお尋ねいたします。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 ３回目の質問

に答弁させていただきたいと思います。 

 今回計上させていただいております

臨時福祉給付金につきましては、平成２

８年度、２９年度にまたがる事業であり

ます。順次、システムを導入するにあた

っては、４月１日よりも前に導入させて

いただいて、対象者の抽出をさせていた

だいて発送という形になってくるかと

思います。国のほうの広報も３月ぐらい

にはされるという情報も来ております

ので、それにあわせて体制を整えさせて

いただきたいと考えております。 

 そのためには債務負担行為で計上す

るか、単年度ごとに計上していくかとい

うさまざまな方法がありますが、この事

業は、国からの補助金が満額出ますので、

交付方法につきましては、毎年、当初か

ら概算払いという形で事業開始前にい

ただいて、運用をさせていただいている

状況です。これがずっと平成２６年度か

ら続いてるんですけれども、今回もその

形になっております。 

 国の予算もことしの１０月１１日に

補正予算が成立しまして、今までにない

早い時期での予算化をされております。

過去、平成２６年度から平成２７年度に

つきましては年を越したぐらいの時期

に予算措置をされてという形になって

いたんですけども、国も大阪府も早目の

交付申請を促されておりますので、国の

ほうの予算に合わせて、今年度中に、早

期に予算計上すれば早い段階、年明け

早々に交付金のスケジュールとしまし

ても組まれておりますので、早目に予算

が確保できます。 

 摂津市の財政が逼迫する中で、臨時福

祉給付金の給付に必要な費用を確実に

確保する手法として今回の補正予算に
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全額計上させていただいて、準備のため

のシステムの導入に係る費用も前もっ

て支出できる形になっております。 

 事業が今年度中に終わらないという

ことで、繰越明許費という形で今回計上

させていただいておる次第です。国の予

算も繰越明許費という形で予算要求さ

れるというふうに伺っております。 

○三好義治委員長 上田参事、全額を繰

越明許費としていたら平成２８年度中

の事務経費はどこから捻出されるのか

というのを質問者は聞いているんです。 

暫時休憩します。 

（午前１０時２４分 休憩） 

（午前１０時２４分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 石原課長。 

○石原財政課長 繰越明許費の件につ

いて答弁申し上げます。臨時福祉給付金

の歳入歳出の補正予算の計上と併せて、

繰越明許費にも同額、３億２，８３５万

６，０００円を計上させていただいてお

ります。本来であれば単年度収支という

ことで翌年度に繰越をするということ

は財政上できないものでありますが、そ

の中で例外的なものとして、継続費、繰

越明許費、また債務負担行為ということ

で、翌年度に繰り越すものがあります。 

 その中で、法律の規定では予算成立後

の事由に基づきまして年度内にその支

出を終わらない見込みのあるものにつ

いては、予算の定めるところにより翌年

度に繰り越して使用することができる

とされています。それがこの繰越明許費

ということで、今回、限度額として全額

をあげさせていただきまして、平成２８

年度でも事務で使用する金額が出てく

ると思います。その出てきた金額の残り

の金額を翌年度に繰り越して、その年度

の６月に幾ら繰越明許費として繰り越

したかという精算報告をさせていただ

く流れとなっております。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 繰越明許費について

は、今まででいけば２月から３月の定例

会のときに出てくるというのが普通な

のかと思っていたんです。年度末に、今

年度はこれだけ使いましたよと、次年度

にこれだけ繰り越しますよと、残額を計

上してくるのが繰越明許費だったと私

は記憶しているんです。 

 例えば、６ページの繰越明許費の表に

は「金額」と書いてあるんです。これが

「上限」とか書いてあるのであれば理解

できるのですが、「金額」として書いて

あるということは、平成２８年度中には

もう１円たりとも出ませんと。４月１日

以降の平成２９年度の事業としてこの

３億２，８３５万６，０００円という「金

額」が動いてくるというふうに私は理解

したんです。 

そういう意味では平成２８年度中に

何らかの人件費、発送、システムの準備、

委託関係とか、何らかの動きがあると思

うんです。ということは、その辺が財布

のどこから出てくるんですかというこ

とで質問させていただいたんです。 

 そういう意味で、改めて、整理も含め

てなんですけども、繰越明許費と補正予

算の歳出の面で同じ金額が計上されて

いるということなので、表示上も「金額」

ということで、「上限金額」とか、「限度

額」とかいう形だったら理解できると思

ったんですが、改めてお尋ねしたいと思

います。 

○三好義治委員長 繰越明許費の関係
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は石原課長に答弁してもらいますが、平

成２８年度中の予算執行計画の分は上

田参事に答弁してもらいます。 

 石原課長。 

○石原財政課長 平成２８年度の予算

執行につきましては、２３ページに説明

を記載させていただいておりますので、

そちらのほうで、今回の補正予算の議決

に伴って、執行が可能になるかと思いま

す。 

 繰越明許費につきましては、委員がお

っしゃるように、通常、第１回定例会に

提出することが多いんですけども、今回、

この臨時福祉給付金につきましては、こ

の時点から来年度に繰り越すことが事

務的な流れで、ほぼわかっておりました

ので、今回の時期に繰越明許費として、

現時点ではどれだけの分を繰り越すか

というのが不確定でございますので、全

額を計上させていただいているという

ところでございます。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 実際に、給付金

の給付事務を開始するに当たりまして

は、チラシを作成させていただくことも

ありますし、申請書の作成、発送する封

筒とか、返信用の封筒、また、人員体制

につきましては業務委託をさせていた

だいておりますので、業務委託に際して

は入札等もありますので、３月中にはコ

ールセンターの立ち上げとか、来庁者に

ご案内できる窓口の設営、それに伴って

の人員体制もありますので、それらの費

用として支出される見込がございます。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午前１０時３０分 休憩） 

（午前１０時３７分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 副市長。 

○奥村副市長 私のほうから説明をさ

せていただきたいと思います。 

 論点がそれぞれ違う視点であったか

と思うんですが、整理をして説明をさせ

ていただきたいと思います。 

 まず、２２ページ、２３ページのとこ

ろに今回の補正予算で補正額３億６，７

７０万７，０００円を計上しております。

それから、６ページのところに繰越明許

費３億２，８３５万６，０００円、この

差額は２３ページの過年度分国庫返還

金の３，９３５万１，０００円というこ

とになります。 

 それぞれ単年度予算というのが原則

であるんですけれども、複数年度にまた

がる場合については、先ほど財政課長が

言いましたように、継続費、それから債

務負担行為、繰越明許費があり、事情に

よっては事故繰越という手法もござい

ます。 

 今回、繰越明許とさせていただいたう

ち、過年度分国庫返還金は平成２８年度

で執行してまいります。これは必ず執行

するということで、この金額を除いた数

字が繰越明許額というふうになってお

ります。 

 提出時期が１２月なのか２月なのか

ということについてですけども、今回補

正予算をあげさせていただいたうち臨

時福祉給付金の金額は２億９，２５０万

円で、多額な金額ですので、１２月のほ

うに上げさせていただきました。事務執

行経費につきましては、平成２８年度で

の支出は当然出てきますが、大半は平成

２９年度で支出が発生するであろうと、

そういう意味合いで繰越明許費を全額

させていただいたところでございます。 
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 補正予算で上がっているならば平成

２８年度で全て執行するのが本来の建

前ですが、先ほど言いましたように複数

年度にまたがる場合であり、来年度に執

行し、補正は平成２８年度でやってくだ

さいと、そういう国からの指導のもとに

今回やらせていただいたところです。 

 それから、繰越明許費の「金額」とい

う表示方法が「限度額」なら分かりやす

いということですが、これは地方自治法

上の定められた様式に基づいて金額の

最大の数字を上げさせていただいてお

り、実際に平成２８年度では一部執行は

当然出てまいります。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 繰越明許費の件でご

ざいますけども、先ほど財政課長から答

弁がありましたけども、来年の６月定例

会のときに平成２９年度への繰越分は

これだけですという正確な数字が出て

くると思いますので、その辺はしっかり

と財政的な事務処理を行っていただき

たいと思います。 

 引き続いて、これも臨時福祉給付金の

件なんですけども、平成２８年度の当初

予算で計上されていた臨時福祉給付金

は年金生活者等支援の分もあったかと

思うんですけども、その中の人件費関係

についてです。 

 補正予算の中には人件費関係は時間

外勤務手当の分しか計上されていない

というふうに思っているんですけども、

その中で、審査事務等に要する人件費と

か、入力関係とか、この辺で職員手当関

係とか、共済関係とか、人が動けば給料

が発生してくると思うんですけども、そ

の辺が計上されていない理由について

お尋ねしたいと思います。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 村上委員の質問

にお答えをさせていただきます。 

 この補正予算で上げさせていただい

ている分は、正規職員が新たな給付金に

対応するための時間外勤務手当を想定

してこの金額を計上させていただいて

おりまして、通常の正規職員が担ってい

る部分につきましては、正規職員の基本

的な給料の中で対応するものでござい

ますので、ここには基本的には上がって

こないということになります。あとは人

的な、発送業務であったり封入業務であ

ったりというのは委託等になりますの

で、その部分についてはその予算科目で

計上させていただいているということ

でございます。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 人件費につきまして

は、改めてしっかりと事務処理的なこと

もあると思うんですけど、精査をよろし

くお願いしたいと思います。 

 引き続いてと２３ページのところで

節１３の委託料でシステム構築等、封入

封緘等、窓口業務等の３つの委託料があ

るんですが、先ほど言いました平成２８

年度の当初予算に計上していた臨時福

祉給付金と、今回の臨時福祉給付金とい

うのはほとんど業務的には同じ稼働量

というか、同じことをするのかなという

ふうに思ってるんですけども。 

 その中で委託料関係がシステム構築

関係では平成２８年度の当初予算に計

上してある臨時福祉給付金の分もある

程度使えるから、今回の補正予算は当初

予算の時の委託料と比較すれば約４割

ぐらいの予算になっているということ

でしょうか。封入の部分につきましても、
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約７割ぐらいで、窓口委託につきまして

も約７割ぐらいの金額になっていると

思うので、同じ業務をするのであれば、

ほぼ同じ金額が今回の臨時福祉給付金

の分でも計上されてくるのかと思った

んですが、その辺の差額の理由について、

お尋ねしたいと思います。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 そうしました

ら、委託料の差額分につきましてご答弁

させていただきたいと思います。 

 平成２８年度当初予算につきまして

は、平成２８年度の臨時福祉給付金と、

あと年金生活者等支援臨時福祉給付金、

いわゆる高齢者向け給付金と障害・遺族

基礎年金受給者向け給付金の三つの給

付金がございました。その人員体制、受

付体制もほぼ１年間通してという形に

なり、それぞれの給付金の封入封緘業務、

システム費用も発生しています。 

 今回、補正予算であげさせていただい

ている分につきましては臨時福祉給付

金の経済対策分一つだけになりますの

で、金額が少し下がっているという形に

なっております。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 金額の差については

改めてお聞きしたいんですけども、封入

につきましては、ほとんど発送先という

のは一緒というか、同じような数字が出

てくるのかなと思うんです。その辺を考

えれば、ほぼ同じような委託料が出てく

るんじゃないのかなと疑問に思ったの

で質問をさせていただいたんです。その

辺で金額の差をもう一回改めてお尋ね

をしたいのと、もう１点は、窓口業務等

の委託ということで、平成２８年度の当

初の分もそうですし、今回の補正に計上

されている分も両方計上されていると

いうことなんですが、補正予算に計上さ

れている分の臨時福祉給付金の窓口業

務の委託の関係をどう考えておられる

のかということです。窓口業務の委託な

り、封入の委託関係における業者選定の

あり方についてお尋ねをしたいと思い

ます。 

○三好義治委員長 １点目の質問につ

いては平成２８年度当初予算の時の対

象者数と、今回の対象者数などを示して

答弁できますか。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時４８分 休憩） 

（午前１０時５９分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 上田参事。 

○上田政策推進課参事 そうしました

ら、平成２８年度当初予算と今回の補正

予算で計上させていただいている給付

金について、対象人数と期間について、

答弁させていただきたいと思います。 

 平成２８年度当初予算では、臨時福祉

給付金と年金生活者等支援臨時福祉給

付金で、それぞれ臨時福祉給付金では２

万人、年金生活者等支援臨時福祉給付金

につきましては、高齢者向け給付金が大

体８，５００人、障害・遺族基礎年金受

給者向けの給付金が１，５００人と、合

計して３万人の対象の方がおられまし

た。 

 期間につきましては、高齢者向け給付

金は平成２８年５月から受付をさせて

いただいておりまして、その後、障害・

遺族基礎年金受給者向けの給付金が連

続しますので、ほぼ通年で申請期間があ

ります。 

 一方で今回計上させていただいてお
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りますのは、対象も臨時福祉給付金だけ

ということで、対象人数で１万９，５０

０人、期間も最大で６か月となっており

ますので、金額にもその差が出てくると

いうことです。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 臨時福祉給付金につ

きましては、消費税の関係が大きいのと、

また一億総活躍社会の実現に向けて国

のほうでされていることに伴い、市が事

務処理をするということになっている

と思うんで、その辺はしっかりと受給漏

れがないように、そしてまた、申請率も

約７５％とお聞きしたんですが、１０

０％を目指して、チラシもそうですし、

ＰＲ等をしっかりとやっていっていた

だきたいと思います。この給付金の趣旨

がしっかりと市民に行き渡るような、そ

ういう施策をやっていっていただきた

いということを要望して終わりたいと

思います。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 一つは、臨時福祉給付金

の件です。来年４月１日から半年間の申

請期間で、平成２８年１月１日時点を基

準に対象者を決めているということに

なりますけども、今回、２年半で平成３

１年９月までの分を支給するので、平成

２９年の確定申告で平成２８年中の申

告状況がわかって、そこで非課税になっ

た家庭とか、逆に課税になったとかです

ね、いろいろあると思いますけれども、

その辺の時点修正についてはどうなる

のかということが一点です。 

 もう一つは、平成２６年度から実施さ

れていますので、総額で見ますと、当初

予算で見ると約８億８，６００万円のお

金が使われているわけです。その対象者

がどういう活用をされてるのかという

ことについて、行政としていろんな申請

用紙を送りますけども、そこにどういう

活用をなさっていますかということを、

用紙をつけ加えていただいて、そこから

対象者の方々がどういう生活をしてる

かということを把握するきっかけにな

りますので、そういう点もぜひ実施をし

ていただきたいと思いますけども、どう

でしょうかということです。 

 財政問題は、財政調整基金の取り崩し

についてです。約２億５，０００万円、

今回取り崩します。その関係でお聞きし

たいんですが、中期財政見通しで、平成

２８年度については実質収支で４億７，

６００万円の赤字が出るという数字を

示して、結果、主要基金残高が１４１億

２，０００万円という数字があります。 

 その辺の中期財政見通しの絡みも含

めて、今回、約２億５，０００万円の財

政調整基金の取り崩しを行いますので、

平成２８年度末の見込みについて、現時

点で、どういうお考えなのかということ

について、以上３点についてお聞かせく

ださい。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 そうしましたら、私の

ほうから財政課に関するご質問にご答

弁申し上げます。 

 今回、財政調整基金繰入金で２億５，

１８６万円を調整財源として繰り入れ

させていただきます。 

 基金残高で申しますと、平成２７年度

で主要基金は約１４６億円ございまし

た。今回、この繰入金で取り崩すという

ことで、予算ベースでいきますと、現在、

平成２８年度末で１２１億円になると

見込んでおります。 
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 中期財政見通しになりますと、こちら

は決算ベースになっておりますので、平

成２８年度は、委員がおっしゃいました

ように差し引き実質収支で約４億７，６

００万円の赤字となります。こちらにつ

きましては、歳入の中で、平成２８年度

は約２９億円を取り崩しておりました

けども、中期財政見通しでは主要基金の

残高がわかりやすいようにということ

で、歳入のほうには繰入金を入れており

ませんので、その差し引きとして約４億

円の赤字となっているところでござい

ます。基金でその赤字を埋めて実質収支

をゼロとした場合に、残高が１４１億円

になるという形になっております。 

 現在、予算ベースで１２１億円と申し

ましたが、こちらは、当初取り崩しをし

まして、毎年のように当初は普通交付税

を計上しておらなかったんですけれど

も、交付団体となりまして、臨時財政対

策債と合わせまして約８億円が入って

きております。 

 その分で約２９億円から約８億円が

基金のほうに戻りまして、今後、臨時的

な収入というのは大きいものは見込め

ない中で、最終的には不用額がここ数年

で大体１０億円から１５億円程度、戻っ

てきておりますので、それが戻ってきた

としましても、最終的に、現在では昨年

度の約１４６億円から大体１０億円程

度減少するのではないかというふうに

見込んでおるところでございます。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 野口委員の質

問に対して答弁させていただきます。 

 まず、税の更正につきましては、５年

間更正ができるということはご存じだ

と思うんですけども、今回のこの給付金

につきましては、国の通知も出ておりま

して、基本は定められた期間に申請して

いただくという形になりますけども、た

だ、やはり一方で東日本大震災のような

震災があった場合とか、課税だった人が、

申請期間が過ぎた後に非課税になった

場合は、実施する年度末までの支給がで

きるところまででしたら、やむを得ない

期間として申請することが可能という

通知が出ておりますので、課税から非課

税になられたという形でしたら、年度末

までにご本人からの申し出において申

請いただければ審査させていただいて

支給という形は可能だという通知があ

りますので、それと同じ対応をさせてい

ただきたいと思っております。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、

野口委員の臨時福祉給付金に関するア

ンケートについての質問でございます

けれども、臨時福祉給付金の活用使途か

ら実態把握をするというご趣旨だろう

と思うんですけれども、国の施策に対す

る市としてのアンケート、またその市と

してアンケートすることによって得ら

れた結果をどう市で対応するのかとい

うことも考えますと、アンケートそのも

のの是非については、議論があるところ

だと思いますし、現時点では難しいと考

えます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 臨時福祉給付金のほう

ですが、平成２８年１月１日を基準にし

た平成２８年度の課税は平成２８年３

月までの申告で判明します。例えば、そ

こで課税であった場合に、今おっしゃっ

た理屈でいきますと、年度末の平成２９

年３月末までに税の更正があって非課
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税になれば対象になると理解していい

のかという確認なんです。同時に、平成

２９年３月までに平成２８年中の所得

についての確定申告をします。例えば、

平成２８年３月の確定申告のときに課

税であった方が、平成２９年３月までの

確定申告で非課税になった場合、そうい

う方がどうなるのかという点について

も説明をお願いします。 

 アンケートについては大橋次長から

お話がありましたが、ぜひ検討していた

だきたいと思います。返信用封筒とか文

書内容とか、事務的にはいろいろありま

すけども、市としてそういう方々がどう

いう活用をしているかということにつ

いては、ぜひつかんでいただきたいと思

います。２万人から３万人の方々が対象

なので、人口８万５，０００人に対して

約４分の１の比率の方々が対象という

ことですので、いい機会だと思いますの

で、ぜひ検討していただいて、実現に向

けて頑張っていただきたいと思います。 

 財政問題については、結局、基金残高

については、１０億円程度低くなるだろ

うという話であります。その実質収支の

確認ですけども、中期財政見通しで４億

７，６００万円にしているというこの数

字が現時点での見込みとしてはどうな

のかというところだけお答えをいただ

きたいと思います。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 そうしました

ら、税の更正に関してのご質問に答弁さ

せていただきたいと思います。 

 まず、平成２８年度に実施しておりま

す給付金につきましては、平成２９年３

月３１日までに非課税になられた場合

は対象という形になっております。給付

金担当は税務吏員ではありませんので、

税の情報を逐次見ることはできません

ので、こちらのほうに、申し出をいただ

かないと分からないのですが、申し出を

いただければ、平成２８年度につきまし

ては、支給対象となります。 

 ただ、今回、補正予算で計上させてい

ただいております経済対策分につきま

しては、平成３０年３月３１日までに支

給決定ができるような形であれば、申し

出いただければ、課税から非課税に変わ

られた方も対象となってきますので、そ

れまでの間に課税から非課税に変わら

れましたら、申し出いただいて、申請い

ただければと思います。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 中期財政見通しの平

成２８年度の実質収支の金額について

ということでございます。 

 中期財政見通しにつきましては、平成

２７年度決算が終わりまして、それから

今後、今の状況でいくとどういうふうに

なっていくかということをお示しさせ

ていただいております。それぞれ歳入で

あれば市税で今後見込めるものを、税制

改正等もありますので、その辺を精査し

て計上させていただいて、歳出につきま

しても主要事業等、各課とヒアリングを

行いながら、できるだけ精査した数字を

上げさせていただいております。 

 今回、差し引きとして４億７，６００

万円が出てきていると。最終的にはこの

中に基金繰入金を投入することによっ

て、また実質収支というのは変わってく

るということになるんですけども、実際、

繰入金というのを考えずにもともと歳

入で入ってきたもので歳出を行うとい

う原則論に照らし合わせたときの表と
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して作成させていただいておりますの

で、平成２８年度末が４億７，６００万

円になるということでございます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 ご説明でいけば、平成２

９年３月に確定申告をして非課税の方

も、平成３０年３月末までその旨を伝え

れば対象になるというように聞こえま

すけれども、そうではなく、平成２９年

３月までに平成２８年中の所得につい

ての確定申告をする分は平成２９年１

月１日が基準になるため給付金の申請

には影響しないということです。 

また、平成２８年度の給付金について

は平成２９年３月末までに、今回の補正

予算であがっている給付金については

平成３０年３月末までに税の更正があ

って非課税になれば対象になるんだと

いうことで理解しておきます。 

○三好義治委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 では、私のほうから一

つだけ質問させていただきます。 

 ２０ページに臨時福祉給付金の時間

外勤務手当で１４０万円ということが

あがっております。当初、１６８万円ぐ

らいであがっていたかと思うんですけ

れど、臨時福祉給付金が毎年続いている

中で、今回もまたさらに行われるという

ところで気になるのが勤務実態です。ど

ういった実態であるのかについてお聞

きしたいと思います。負担になって、健

康状態は大丈夫かといったことも気に

なるところですけれども、その辺を教え

ていただきたいと思います。 

○三好義治委員長 上田参事。 

○上田政策推進課参事 そうしました

ら、ご答弁させていただきたいと思いま

す。 

 まず、今回１４０万円を計上させてい

ただいているんですけど、時間的には５

００時間分に当たります。給付金担当を

させていただいているのは、私と副主査

の２名という形ですけれども、対象者の

抽出につきましては、市民税課市民税係

の職員６名もいておりまして、業務的に

は当課の業務でありますので、その時間

外勤務手当を計上させていただいてい

る次第です。 

 給付金担当は、私と副主査、二人だけ

なんですけども、政策推進課には総括主

査が１名おりますので、庶務の負担とし

ては３人で回しているというところに

はなっております。 

 また、窓口業務につきましても、業務

委託させていただいております状況で

すので、過度の負担というのはございま

せん。毎年人事評価で２回面談をさせて

いただいているんですけども、業務の意

欲も一定保てていると感じております。 

○三好義治委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 安心をして、業務に取

り組んでいただきたいと思います。慣れ

ている方がやっていただけて、きっちり

と正しく給付の手続をしていただくこ

とをよろしくお願いします。 

○三好義治委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時２０分 休憩） 

（午前１１時２２分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第８３号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 質疑なしと認め、質
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疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時２３分 休憩） 

（午前１１時２４分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第８６号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 中川委員。 

○中川嘉彦委員 それでは、１点お伺い

したいと思います。 

 市税について、これから少子高齢化で、

だんだん市税というのは徴収が厳しい

状況になると思います。今後の市税の見

込みについて、どういうふうに捉えられ

て、一番の基幹税ですから、どういうふ

うに考えられているのか、その一点だけ

お伺いしたいと思います。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 今後の市税の見込

みということでご質問にお答えしたい

と思います。 

 今後の見込みにつきましては、市税に

つきましては税制改正もございます。そ

の辺も見込み、考えているところでござ

います。個人市民税につきましては、今

後の人口減少、特に生産者人口、これが

今後減っていくと見込まれていますの

で、その辺につきましては多少減少が見

込まれてるところでございます。 

 あと、法人市民税につきましては、ど

うしても景気の動向に左右されるとこ

ろがありますので、なかなか今後の見通

しを立てにくいところがございます。法

人市民税につきましては、見込みをつけ

にくいものがありますので、現状維持と

いうことで、今後の見込みについては立

てているところでございます。 

 あと、大きな市税について、固定資産

税、都市計画税というものがございます。

これにつきましては評価替えの年がご

ざいますので、その評価替えを見込みま

して、今後の見通しを立てているところ

でございます。 

○三好義治委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 ありがとうございま

す。 

 法人市民税、個人市民税、これは摂津

市だけではなく、どの市でも基本的な基

幹税だと思います。今おっしゃられたよ

うに法人市民税は景気に左右される。逆

に個人市民税は、人口がふえれば単純に

ふえる。これから千里丘新町とかの新た

な住宅開発、そういうところで望めるの

かもしれませんけれども、基本的には大

きいスパンで見ると、やはり少子高齢化、

人口が減っていくというふうな流れは

とめられないと思います。その辺でしっ

かりと、減っていく分と景気動向の分を

どうやって吸収するかというのは、時代

の流れによるのかもしれないですけれ

ども、そういうところに流されるんでは

なく、何かきっちりとそのカバーをでき

るものを見込んでいかなくてはいけな

いんじゃないかなと思います。 

 そこでこの間、話が違うかもしれませ

んが、ふるさと納税についてお聞きしま

す。摂津市のふるさと納税の取り組みは

どうなっているのか。他市では返礼品と

していろんなものが対象になってると

いうのが新聞に載っていました。 

 ふるさと納税は愛着を持った地域に

お金を寄附するというようなシステム

だと思いますけれども、摂津市民が違う

自治体にに寄附することもあり、その差

し引き額だとか、その状況を教えていた
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だければと思います。 

○三好義治委員長 議案審査の対象外

ですし、ふるさと納税の受付は総務課に

なりますが、ふるさと納税の仕組みだけ

総務部長が答弁できる範囲で答弁をお

願いします。 

 杉本部長。 

○杉本総務部長 ふるさと納税、いわゆ

る地方と都市部の税の格差、地方の方が

学校を卒業後、東京や大阪へ出ていって

しまう形で都市部に流入してしまうと

いうようなことや、東京一極集中の問題

というのはもうご存知のことかと思い

ます。 

 本市でもふるさと納税をいただいた

りしております。正確な数字を手元に持

っておりませんので申し上げることが

できませんが、ふるさと納税が返礼品の

景品競争になっているという批判もご

ざいます。うちの市は返礼品も何もお渡

しをしておりません。純然たる善意、ま

たは摂津市のためにという方がふるさ

と納税していただいている状況がござ

います。 

 なぜかということですけども、我々も

いろいろ考えたんですけれども、そうい

う競争をすることが本当に正しいのか

という考え方と、一方で他市がやってい

るし、他市に負けないように返礼品を渡

していったらいいのではないかという

考え方もありましたけれども、本市とし

ては前者の考え方で、競争にしないとい

うことで、これは都市部に多い考え方で、

本来のふるさと納税の意味から考えて

それが正しいのではないかと思ってい

ます。ただ、市民の方からはそれではお

かしいのではないかと、もっとそういう

ことをやって、ふるさと納税を取ってこ

いというご意見があるのも知っており

ます。 

 本市の納税義務者で他自治体へのふ

るさと納税で控除を受けているのは平

成２７年度で、件数が３０９件、額にし

て５４３万７，０００円になっておりま

す。 

本来の趣旨に応じた運用ということ

を考えているということでご理解をい

ただけたらと思います。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 １点だけお尋ねをさ

せていただきます。今回、地方税法等の

改正ということで議案が上がっていま

すが、もともと発端が国税についての最

高裁の判決が出て、この地方税法の改正

に至っているという認識なんですが、最

高裁の判決では、本税を納付した後に評

価額について異議を申し立てて、それに

よって評価額が下がり、その後にまた再

評価したときに、評価額が上がったとい

う事例で、本税等を納めたにもかかわら

ず、評価額が下がったり上がったりとい

う中で、上がった部分も含めて延滞金が

発生したという裁判があって、その判決

に伴って今回の税法の改正に至ったと

いう認識でおるんですけども、そういう

ことが、摂津市の中で、実例として生じ

ることがあるのかどうか、また、過去に

あったのかどうかということについて

ご答弁をお願いしたいと思います。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 今回の条例改正で

は、個人市民税、法人市民税、そしてた

ばこ税につきまして改正させていただ

くものです。 

 その中で個人市民税の部分とたばこ

税の部分については、影響が出ることは
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ないものと考えてます。法人市民税につ

きましては、修正申告がございますので、

出る可能性があると考えております。 

 委員がおっしゃったように、今回の改

正につきましては、一度当初課税したと

ころに、その後に減額更正が起こって、

さらにまた増額修正がかかるという場

合に関して、減額したことに対して、今

まではそれを無視して延滞税をとって

いたという国税庁の解釈がだめだとい

うことで、今回、その部分について延滞

税を徴収してはだめだという判決が出

たところでございます。 

 それに従いまして、条例改正をさせて

いただくものですけれども、法人市民税

につきましては同じような動きをして

いますので、これについては出てくる可

能性があると思っております。 

 ただ、過去の分については、今回改正

をさせていただくところなので、把握し

ていないところでございます。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 法人市民税では可能

性があるということですので、そういう

意味では発生した折には、しっかりと適

正な事務処理ということで執行してい

ただくように要望し、質問を終わりたい

と思います。 

○三好義治委員長 ほかにありません

か。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時３４分 休憩） 

（午前１１時３７分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第８４号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 村上委員。 

○村上英明委員 １点だけ質問をさせ

ていただきますが、今回の条例改正は人

事院勧告に伴って、一般職の職員の月例

給を平均０．１３％アップするという概

略説明が本会議でありましたが、例えば、

生涯もらえる金額がどのぐらいアップ

するのかということがわかれば、お答え

願いたいと思います。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 村上委員のご質

問に答弁申し上げます。 

 生涯賃金にどのぐらい影響があるか

というお話なんですけれども、今回、平

均で０．１３％ということになっており

まして、給料表ごとに１級から９級まで

のところにそれぞれ号数があるんです

けど、それで間差が、最大で今回は１，

５００円、０．８％で、最も影響のない

人たちは、ゼロ％ということになります

ので、最大で月額１，５００円、それが

今後継続するということになりますの

で、トータル金額は今、計算はできませ

んけれども、間差としてはそういうこと

になります。 

○三好義治委員長 生涯賃金もそうで

すし、退職金の算定にも反映されるから、

その点についても答弁してください。 

 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 退職金というこ

とでお答えをさせていただきます。 

 間差は最大１，５００円で、この間差

がずっと退職までということを見越し

たときに、その１，５００円の間差でい

いますと、退職金の影響額というのは７

万５，０００円ということになります。 
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○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 今回の条例改正は人

事院勧告に伴ってということですので、

人事院勧告の趣旨に沿ったような形で、

将来的に経済も回っていけばというこ

とを申し上げて、質問を終わりたいと思

います。 

○三好義治委員長 ほかにございませ

んか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 次に、議案第８５号所管分の審査を行

います。 

 本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 野口委員。 

○野口博委員 雇用保険法の改正に絡

む条例改正でありますけども、具体的に

６５歳以上の方が摂津市の職場で働く

とした場合に、どういう職場が想定され

るのか教えてください。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 ご答弁申し上げ

ます。 

 ６５歳以上になられた方を新たに任

用するということになりますので、現時

点で想定というのはなかなかしにくい

んですけども、他市等の事例も踏まえま

すと、例えば弁護士であったり、そうい

った資格をお持ちの方を行政の運営上

必要と認めて常勤で任期を限って任用

するということは、一定考えられます。

そういったケースについては今回の雇

用保険法の改正による部分が影響する

ということは言えると思います。 

○三好義治委員長 ほかにありません

か。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時４２分 休憩） 

（午前１１時４４分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 討論なしと認め、採

決します。 

 議案第７３号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○三好義治委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定

しました。 

 議案第８３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○三好義治委員長 賛成多数。 

 よって、本件は可決すべきものと決定

しました。 

 議案第８４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○三好義治委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定

しました。 

 議案第８５号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○三好義治委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定

しました。 

 議案第８６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 
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○三好義治委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定

しました。 

 これで、本委員会を閉会します。 

（午前１１時４５分 閉会） 
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